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３．５ 濃尾断層帯（温見断層南東部）の調査 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 濃尾断層帯（温見断層南東部）の調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

学校法人中央大学 

国立大学法人京都大学 

学校法人中央大学 

教授 

准教授 

助教 

金田 平太郎 

松四 雄騎 

佐々木 夏来#1 

#1 令和３年４月から担当者。 

 

(c) 業務の目的 

平均変位速度や活動履歴、活動間隔など、地震発生確率評価・地震規模評価に必要な情報

がこれまで得られていない濃尾断層帯（温見断層南東部）（以降、温見断層南東部区間とい

う）において、宇宙線生成核種年代測定などの新たな調査手法も活用しながら左横ずれ平均

変位速度および活動履歴などを解明するとともに、新調査手法の活断層調査・研究における

適用性や問題点を検証することを目的とする。 

 

(d) ３ヶ年の実施業務の要約 

1) 令和元年度：なし 

2) 令和２年度： 対象断層の既往成果の整理を行うとともに、既存航空レーザー測量デ

ータ解析に基づき微小断層変位地形の抽出および検討を行った。その結果に基づき、１箇

所でトレンチ調査を実施し、活動履歴を解明した。また、宇宙線生成核種年代測定法によ

る段丘面離水年代推定および平均変位速度解明の可能性を検討するため、対象断層および

隣接する濃尾断層帯主部（根尾谷断層）において宇宙線生成核種年代測定用試料を採取し、

前処理を開始した。 

3) 令和３年度： 対象断層において追加の試料採取を実施するとともに、令和２年度に

採取した試料も併せて宇宙線生成核種年代測定を実施し、温見断層南東部区間沿いに分布

する各段丘面の離水年代や温見断層南東部区間の平均変位速度などを検討した。その結果

に基づき、活断層調査・研究における宇宙線生成核種年代測定法の適用性や問題点を検証

した。 

 

(2) 令和３年度の成果 

(3)に記載。 

 

(3) 令和元年度〜令和３年度の成果 

(a) 業務の要約 

温見断層南東部区間をカバーする既存の航空レーザー測量データからさらに高解像度
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の数値標高モデルを作成し、３倍解像度の MPI 赤色立体地図ステレオペアを用いることで

詳細に断層変位地形を検討した。その結果に基づいて砂利谷サイトでトレンチ調査を実施

し、過去５回の活動時期を初めて明らかにした。最新活動は西暦 1440 年以降であり、1891

年濃尾地震時には温見断層北西部区間とともに南東部区間も活動していた可能性が高い。

また、２回前・３回前の活動についても、温見断層北西部区間、南東部区間および根尾谷

断層の活動時期が重なることから、少なくとも過去３回の地震については、これらの断層

が連動破壊していた可能性がある。一方、砂利谷サイト・温見白谷出合サイトにおいて採

取した試料の宇宙線生成核種年代測定を実施した結果、これまで不明だった温見断層の左

横ずれ平均変位速度が 1.16±0.10 m/千年と決定された。この値は、過去の地震において

も濃尾地震時と同程度の変位が生じていたことを示唆し、温見断層と根尾谷断層が一体と

なって活動を繰り返してきたとする上記の古地震像とも整合する。我が国を含む湿潤温暖

地域の活断層調査において宇宙線生成核種年代測定法を適用した例は非常に少ないが、適

切な試料採取戦略と測定・モデリングによって、こうした地域においても本手法は十分に

適用可能であることが示された。 

 

(b) 令和元年度の業務の成果 

  なし 
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(c) 令和２年度の業務の成果 

1) はじめに 

温見（ぬくみ）断層は、濃尾断層帯を構成する主要断層のひとつであり、福井県今立郡

池田町から大野市南部を経て岐阜県本巣市北部に至る長さ約 36 km の左横ずれ活断層で

ある（図１）。本断層は、1891 年濃尾地震（M 8.0）時に根尾谷断層、梅原断層などととも

に活動した長さ約 16 km の北西部区間と濃尾地震時には活動しなかったとされる長さ約 21 

km の南東部区間に分けられる（地震調査推進本部地震調査委員会，2005）。このうち、北

西部区間においては、濃尾地震時に最大左横ずれ変位３m に達する明瞭な地表地震断層が

出現したことが知られるとともに（大森，1900、松田，1974 など）、その後、温見地点にお

いてトレンチ調査が実施され、K-Ah テフラ降灰（約 7.3 ka）以降に濃尾地震を含めて少な

くとも４回の活動があったことが明らかになっている（吉岡・他，2001；2002）。一方、南

東部区間においては、43,210±820 yBP の年代を示す段丘堆積物を切断する断層露頭が１

箇所において確認されたものの（吉岡・他，2001）、空中写真による地形判読では新期の地

形面を切断する断層変位地形は認められず、数万年前以降、活動は停止しているとする見

解もあった（岡田，2002）。 

しかし、近年の航空レーザー測量技術によって空中写真では認識できない植生下の微地

形の検出が可能になり、温見断層南東部区間においても、新鮮な断層変位地形が報告され

るようになった。佐々木・上田（2012）は、航空レーザー測量による２m グリッドの数値標

高モデル（DEM）を用いて温見断層全域と根尾谷断層北部の実体視地形判読を行い、温見断

層南東部区間に沿って新鮮な逆向き低断層崖が断続的に分布することを明らかにした。ま

た、この結果に基づいて詳細な現地調査を実施し、同区間沿いの４地点で新期の堆積物を

切る活断層露頭を確認した。さらに、堆積物中に含まれる木片・土壌等の放射性炭素（14C）

年代測定結果から、温見断層南東部区間の最新活動は西暦 1400 年代後半以降であること

を明らかにし、濃尾地震時にこの区間も活動した可能性を指摘した。 

その後、林（2015MS）は、越美山系砂防事務所および近畿地方整備局による航空レーザ

ー測量データ（岐阜県側は１m グリッド、福井県側は 0.5 m グリッドの DEM）を用いた実体

視地形判読に基づいて、温見断層南東部区間沿いの詳細な段丘面区分と断層変位地形マッ

ピングを行うとともに、40 地点以上でピット・ハンドコア掘削を実施し、風成被覆層のテ

フラ分析に基づいて各段丘面のおおまかな編年を行った。金田・他（2018a，2018b）は林

（2015MS）の用いた航空レーザー測量データを再判読し、1:25000 地形図上に温見断層南

東部区間の断層変位地形の分布を詳細に図示した。 
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以上のように、航空レーザー測量データを活用した地形判読と現地調査によって、温見

断層南東部区間が新鮮な断層変位地形を有するごく最近にも活動した活断層であることが

確実となった。しかしながら、同区間の左横ずれ平均変位速度や最新活動より前の活動履

歴、活動間隔など、地震発生確率評価・地震規模評価に必要な情報の多くは依然として不

明のままである。その主たる原因は、植生に覆われた山岳地でトレンチ調査適地を見つけ

ることが難しかったことに加えて、周辺に火山のない地域のため、K-Ah（約 7.3 ka）、AT

（約 30 ka）の２枚の広域テフラ以外の時間基準が利用できず、断層運動によって変位し

た段丘面や段丘崖の年代を精度良く決めることが難しかったことにあると考えられる。 

そこで本調査では、まず、航空レーザー測量によるフィルタリング済みランダム点群デ

ータからさらに高解像度の DEM を作成するとともに、微小断層変位地形判読用に最適化さ

れた最新の DEM 可視化手法（３倍解像度の MPI 赤色立体地図ステレオペア；Kaneda and 

Chiba, 2019）を用いて詳細な断層変位地形の検討を行った。その結果に基づいてトレンチ

調査適地を選定し、１箇所で人力掘削によるトレンチ調査を実施した。また、これまで国

図１ 濃尾断層帯を構成する断層の位置図 

地震調査推進本部地震調査委員会（2005）に加筆。 

白丸は 1891 年濃尾地震時の地表地震断層を示す。 
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内の活断層調査ではほとんど用いられていない宇宙線生成核種年代測定法の段丘面離水年

代推定への適用性を検討するため、上記の断層変位地形検討結果に基づいて、現地で岩石・

堆積物試料の選定および採取を行った。当初計画では、採取した試料の前処理を令和２年

度中に終了させて米国 Purdue 大学 PRIME 研究室に年代測定を依頼する予定であったが、

新型コロナウィルス感染症蔓延の影響で試料採取調査の実施が大幅に遅れたことなどから、

令和２年度は一部の試料について前処理を開始するにとどまった。令和３年度に前処理を

完了させるとともに、Purdue 大学では令和３年度中に年代測定結果が得られない可能性が

高いことから、計画を変更して東京大学タンデム加速器研究施設において年代測定を実施

した。 

 

2) 調査結果 

本調査では、まず、温見断層南東部区間全域について、林（2015MS）や金田・他（2018a，

2018b）が用いた越美山系砂防事務所および近畿地方整備局による航空レーザー測量デー

タ（岐阜県側は１m グリッド、福井県側は 0.5 m グリッドの DEM）に基づいた予察的検討を

行い、岐阜県側の砂利谷周辺（以下、砂利谷サイト）および福井県側の温見白谷出合周辺

（以下、温見白谷出合サイト）の２箇所を詳細な調査地として選定した（図２）。それぞ 

 

図２ 詳細な調査を実施したサイトの位置図 

国土地理院活断層図「冠山」（金田・他，2018a）および「能郷白山」（金田・

他，2018b）に加筆。位置は図１参照。 
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れ、根尾西谷川水系および温見川水系の最上流部に位置するが、砂利谷サイトから上流の

集水面積は約 1.0 km2 であるのに対し、温見白谷出合サイトから上流の集水面積は約 6.3 

km2 であり、後者は比較的大きな集水域をもつ。ともに集水域内の最高点は能郷白山山頂

（標高 1617 m）である。 

一方、宇宙線生成核種年代測定法の段丘面離水年代推定への適用性の検討のため、温見

断層の南西側を併走する根尾谷断層沿いの温見白谷最上流部（以下、温見白谷上流サイト；

図２）も本調査の対象とした。このサイトでは、Komura et al. (2020)によってトレンチ

調査が行われており、段丘面上および現河床の巨礫の一部について宇宙線生成核種年代測

定も実施されている（田中，2017MS）。温見白谷上流サイトから上流の集水面積は約 0.19 

km2ないし約 0.02 km2 と非常に小さく、追加の試料採取および年代測定を行うことで、集

水域の大きさや集水域内の位置、堆積環境による宇宙線生成核種年代測定法の適用性の相

違も検討できる可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2)a)～2)c)に記載のデータについては、論文投稿や学会発表を検討中であり、データを

公開することで論文投稿に支障が生じる可能性があるため、令和７年３月 31 日まで非公

開とする。 
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(d) 令和３年度の業務の成果 

1) はじめに 

令和２年度には、高解像度数値標高モデルを用いた地形判読に基づき、温見断層南東部

区間のうち、砂利谷サイトおよび温見白谷出合サイトの２箇所（図２）を詳細な調査地と

して選定し、トレンチ調査、ピット掘削調査、および宇宙線生成核種年代測定用試料採取

を実施した。また、宇宙線生成核種年代測定法の段丘面離水年代推定への適用性の検証の

ため、温見断層の南西側を併走する根尾谷断層沿いの温見白谷上流サイト（図２）におい

ても試料採取を行った。今年度年代測定可能な試料は最大でも 25 試料程度と想定された

ため、年代測定に供する試料を慎重に検討した結果、温見白谷上流サイトで採取した試料

の年代測定は断念し、本調査対象である温見断層南東部区間の２箇所のサイトで得られた

試料の分析に注力することとした。 

一般に、横ずれ活断層の平均変位速度を最も精度良く決めることが可能な変位地形は段

丘崖の横ずれであり、こうした地形が確認された場合、精度の高い横ずれ変位量の決定と

ともに、段丘崖の下位側段丘面の離水年代を高確度・高精度に推定することが鍵となる。

段丘面の離水年代は、段丘構成層中から得られた有機物の 14C 年代測定や段丘面を被覆す

る風成堆積物（風成ローム層）中のテフラから推定される場合が多いが、礫質堆積物が卓

越する上流域や周辺に火山の存在しない地域においては、これを精度良く推定することが

難しい場合が多い。実際、本調査対象である温見断層沿いに分布する各河成段丘面につい

ても、約 7.3 ka の K-Ah および約 30 ka の AT の両広域テフラ以外に年代指標が存在しな

いため、それらの離水年代は大まかにしか分かっていなかった（林，2015MS）。 

そこで、本調査では、地表に到達した二次宇宙線によって鉱物中に生成される核種（地

表宇宙線生成核種；terrestrial cosmogenic nuclide）を用いた段丘面の離水年代推定を

試みた。地表宇宙線生成核種による年代測定法は、氷河成モレーン・迷子石の年代決定や

乾燥・半乾燥地域における活断層調査・地形面年代決定などにおいては 1990 年代から数多

く用いられてきたが（Nishiizumi et al., 1991; Brown et al., 1998 など）、14C 年代測

定やテフラ年代学が適用可能な場合が多い我が国のような湿潤変動帯の活断層調査で用い

られた例は非常に少ない。 

ところで、堆積物に対する宇宙線生成核種年代測定において考慮しなくてはならない重

要な問題は、その場所に堆積物が定置するまでの間、すなわち堆積物が生産されその場所

に運ばれるまでの間にすでに獲得している継承核種（inheritance）の影響である。これを

見積もる方法としては、一般に、①段丘面上の礫とともに現河床礫の核種濃度も測定し、

後者を継承核種濃度と見なす方法（Brown et al., 1998 など；以下、表面礫法）と②段丘

面からの深度が異なる堆積物の核種濃度を複数測定し、深度による濃度減衰から継承核種

濃度を見積もる方法（Anderson et al., 1996 など；以下、深度断面法）の２つの方法が

用いられる。本調査では、温見断層南東部区間を対象に両手法を適用し、それぞれの手法

の適用性や問題点を検証した。 

 

2) 追加試料採取と積雪観測機器回収 

令和２年度の調査時には、平均変位速度推定には直接関与しない砂利谷サイトの IVa-1

面および温見白谷出合サイトの I 面においては礫試料を採取しなかったが、宇宙線生成核
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種年代測定法の段丘面離水年代推定への適用性を検証する上では一定の重要性をもつと考

えられたため、本年度、両サイトのそれぞれの段丘面上で３試料（計６試料）の表面礫試

料を令和２年度と同様の方法で採取した。 

また、後述する宇宙線生成核種生成率の積雪遮蔽効果補正のため、令和２年度の調査終

了時には、砂利谷サイトの IVa-1 面上および温見白谷出合サイトの II 面上に雪尺および

タイムラプスカメラを設置して冬期間の積雪観測を開始していた。追加試料採取時には、

これらの積雪観測機器の回収も行った。各サイトにおける雪尺の位置は、後に示す図 16 お

よび図 17 に示した。 

 

3) 試料分析・解析方法 

a) 分析試料 

本調査では、石英中に生成される宇宙線生成核種のうち、生成率が最もよく分かってい

る 10Be を用いる。砂利谷サイトでは計 17 の表面礫試料を採取したが、検討の結果、IVa-1

面から３試料、IVa-2 面から２試料、IVb 面から２試料、現河床から２試料の計９試料の分

析を実施した。岩種はすべて花崗閃緑岩である。また、温見白谷出合サイトでは計 16 の表

面礫試料を採取したが、同様に、I 面から２試料、IIa 面から２試料、IIb 面から２試料、

現河床から２試料の計８試料の分析を実施した。岩種は花崗閃緑岩が５試料、チャート礫

岩が３試料である。一方、温見白谷出合サイトで掘削したピットの壁面から採取した深度

断面法用の堆積物（主として砂）７試料および温見白谷の現河床で採取した堆積物１試料

についても分析を実施した。分析した試料の総数は 25 である。 

 

b) 前処理および加速器質量分析 

表面礫試料（17 試料）については、まず、ジョークラッシャー、ローターミル、スタン

プミルおよび篩を用いて粉砕・整粒し、花崗閃緑岩の試料については基本的に粒径 0.12〜

0.25 mm のフラクション、チャート礫岩の試料については 0.25〜0.5 mm のフラクションを

抽出した。本地域の花崗閃緑岩（能郷白山花崗閃緑岩）は、宇宙線生成核種年代測定に用

いられることの多い一般的な花崗岩と比較して石英の含有が少なく、粒径も小さいため

（<0.2 mm；中江・他，2015）、現河床で採取したものなど核種濃度が小さいことが想定さ

れる試料については多め（４〜６kg 程度）の試料を処理するとともに、通常より粒径の小

さいフラクションを以降の処理に供した。堆積物試料（８試料）については、核種濃度に

粒径依存がある可能性があるため（Schaller et al., 2001 など）、篩を用いて各試料の粒

度分布を求めたのち、その結果を基にすべての試料で必要量の石英の回収が見込まれる粒

度帯を決定・抽出した。抽出した粒度帯の試料をさらに粉砕・整粒し、0.25〜1 mm のフラ

クションを以降の処理に供した。 

次に、ネオジム磁石による磁性分離、ポリタングステン酸ナトリウム（SPT）溶液による

重液分離（檀原・他，1992）、および高温・長時間の HCl 処理および HF・HNO3混酸処理（Kohl 

and Nishiizumi, 1992）によって清浄な石英粒子のみを抽出した。上記の通り、花崗閃緑

岩の試料については石英含有率が小さく、また、石英と比重帯の重なる斜長石類が大量に

含まれているため、とくに長時間の HF・HNO3混酸処理が必要となった。抽出された清浄な

石英試料については、Be 濃度既知の Be 担体（キャリア）添加後に溶解し、陰イオン交換、
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陽イオン交換、および Be(OH)2沈殿精製によって Be を単離した。また、作業工程における

バックグラウンド評価のため、Be 担体のみの試料についても同様の処理を行った。最後に、

炉で焼成して Be0 の形にし、ニオブ粉末ともにカソードホルダーにプレスした。 

以上の処理は、京都大学防災研究所、国立極地研究所、中央大学理工学部、および東京

大学総合研究博物館タンデム加速器研究施設の実験設備を用いて実施した。 

試料の 10Be/9Be 同位体比は、東京大学総合研究博物館タンデム加速器研究施設の加速器

質量分析システム（Matsuzaki et al., 2007）を用いて測定した。測定された各試料の

10Be/9Be 同位対比、溶解石英量、添加 Be 担体量、Be 担体の Be 濃度を基に、各試料の単位

石英重量あたりの 10Be 濃度（atoms/g）を決定した。 

 

c) 表面礫試料の露出年代 

各試料の 10Be 濃度を露出年代値に換算するにあたり、その場所における 10Be 生成率につ

いて、地形遮蔽効果補正および積雪遮蔽効果補正を行う必要がある。このうち、地形遮蔽

効果については、越美山系砂防事務所および近畿地方整備局による航空レーザー測量デー

タ（１m および 0.5 m グリッドの DEM）および国土地理院基盤地図情報の 10 m グリッド DEM

を用いて８方向の平均地平線仰角を求め、Dunne et al. (1999)の式を用いて補正係数を

決定した。 

積雪遮蔽効果については、現地における 2020〜2021 年（令和２〜３年）の冬期間のタイ

ムラプスカメラ撮影写真に基づく日ごとの積雪深と過去 40 年間の積雪観測記録のある気

象庁アメダス九頭竜観測点（砂利谷サイトおよび温見白谷サイトから北東に約 20 km；標

高 430 m）における同じ期間の日ごとの積雪深の線形相関解析から現地における過去 40 年

間の各月（11〜4 月）の平均積雪深を推定したうえで、各月における雪の密度を表２のよ

うに仮定し、各巨礫の地表面からの高さも考慮して補正係数を求めた。雪による生成率減

衰長としては Zweck et al. (2013)に基づき 109 × 104 g/m2 を用いた。なお、積雪量には

時代変化があることが想定され、とくに最終氷期末期〜完新世にかけての時期に日本海側

の多雪化が進んだとされるが（小泉，1982；安田，1982 など）、一方で、最終氷期は寒冷で

現在よりも１年の中の積雪期間は長かったと考えられる。こうした効果の厳密な定量化は

簡単ではないが、後に示すように、本調査地における現代の積雪遮蔽効果（10Be 生成率の

減少効果）は７〜８％程度であり、その時代変化を現在まで平均化するとその影響はさら

に小さくなると考えられる。例えば、１万年前以前の降雪量が全体として現在よりも３割

少なく積雪期間は変わらなかったと仮定すると、２万年前の試料に対する平均化した積雪

遮蔽効果は６〜７％に減じる程度で、年代値への影響はせいぜい１％ほどにとどまる。し 

 

表２ 積雪遮蔽効果補正において仮定した月ごとの雪の密度 

月 雪の密度（g/cm3） 

11 月 0.10 

12 月 0.20 

1 月 0.30 

2 月 0.35 

3 月 0.40 

4 月 0.40 
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たがって、本調査では積雪量の時代変化は考慮しなかった。なお、少なくとも完新世につ

いては、日本アルプスにおいて本調査と同様の積雪遮蔽補正をした結果、14C 年代と矛盾し

ない結果が得られている（Matsushi, 2016）。 

以上の遮蔽効果補正係数、試料採取地点の緯度・経度・標高、採取厚さ、および計測さ

れた 10Be 濃度に基づき、CREp オンラインツール（Martin et al., 2017）を用いて各試料

の 10Be 年代（露出年代）を算出した。岩石の密度としては、2.6 g/cm3 を用いた。時代の古

い高位の段丘面の礫ほど表面の風化が進んでおり、風化皮膜の厚さも厚いことから、礫表

面の侵食は無視しうると仮定した。なお、例えば 20 ka 程度の年代の礫の場合、たとえ礫

表面が厚さ１cm の侵食を受けていた場合でも露出年代への影響は 0.7 %程度であり、数 mm

程度の侵食がたとえあったとしても測定誤差の中に十分に収まる。露出年代の算出にあた

っては、LSD スケーリングスキーム（Lifton et al., 2014）、ERA-40 大気モデル（Uppala 

et al., 2005）、および Lifton (2016)による古地磁気変化記録コンパイルを用い、高緯度

海水準における基準 10Be 生成率としては世界平均値（4.06±0.23 atoms/g/yr）を用いた。 

d) 深度断面法に基づく継承核種濃度・離水年代推定（深度断面モデリング）

地形面が形成された（離水した）後，一定速度で堆積物に被覆された場合、元の地形表

面を零点にとった深度 𝑥%(m)における核種濃度𝐶（atoms/g)の時間変化は、

𝜕𝐶
𝜕𝑡 = 𝑃!-𝑃& e

'(#)$*+#,% − 𝐶𝜆	 （１） 

で表される（松四，印刷中）。ここで、𝑃!はこの地点における核種生成率（atoms/g/yr）、

𝜌-は地形構成物質の密度（g/m3）、𝑆は被覆堆積物の重量堆積速度（g/m2/yr）、𝑃&および𝛬&は
複数の核種生成過程それぞれの寄与率および生成率減衰長（g/m2）、𝜆は核種の壊変定数（/yr）

である。堆積速度が時間的に変化しないと仮定すると、式（１）の解析解は、 

𝐶 = 	𝐶!e'.# + 𝑃!-𝑃&e
'(#)$,% 5

e'+# ,%⁄ − e'.#

𝜆 − 𝑆 𝛬&⁄ 7 	 （２） 

で与えられる。ここで、𝐶!は継承核種濃度（atoms/g）である。𝑡（yr）経過後の被覆堆積物

の厚さが𝐻（m）であるとき、被覆堆積物の重量堆積速度𝑆は、被覆堆積物の密度𝜌0（g/m3）

を用いて 

𝑆 = 𝜌0
𝐻
𝑡 																					         				    				   					（３）

と表すことができるので、（２）（３）式を用いることにより、深度 𝑥%(m)における核種濃

度𝐶は、継承核種濃度𝐶!と経過時間𝑡の２つの未知数の関数で表されることになる。

本調査では、風成被覆層の堆積速度変化は無視しうると仮定し、温見白谷出合サイトで

掘削したピットの深度 45 cm、65 cm、85 cm、105 cm、125 cm、145 cm、165 cm から得ら

れた７つの 10Be 濃度からの残差平方和を最小にする𝐶!と𝑡を決定した。ただし、10Be 濃度も

含め、（２）（３）式中の測定値には誤差が存在する。そこで、本調査では、各深度におけ

る 10Be 濃度、地形構成物質（段丘構成礫層）の密度、被覆堆積物（風成被覆層）の密度お

よび厚さ、および 10Be 生成率に正規分布に従う誤差を与え、10,000 回のモンテカルロシミ

ュレーションを行って、𝐶!および𝑡の誤差を見積もった。各回のシミュレーションにおいて

𝐶!と𝑡の最適解を捜索する際には、与えた𝑡に対して Lifton (2016)の古地磁気変化記録コ
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ンパイルに基づく𝑡(yr)から現在までの平均生成率を𝑃!として与えることで、10Be 生成率の

時間変化も考慮した。なお、𝐶!が負となることは現実としてはあり得ないが、比較対象と

する現河床堆積物の 10Be 濃度はバックグラウンドを減ずることによって原理的には負の値

も取り得るため、本調査におけるモデリングでは𝐶!を非負数とする制約は与えなかった。

定数については、表面礫の露出年代算出に用いた CREp オンラインツール（Martin et al., 

2017）と同様に、10Be の崩壊定数については、Chmeleff et al.（2010）の半減期 138.7 万

年に基づく 5.00×10-7(/yr)を、各核種生成過程の寄与率と生成率減衰長については、

Braucher et al. (2011)に基づく表３に示す数値を用いた。 

表３ 深度断面法において用いた各核種生成過程の寄与率と生成率減衰長 

核種生成過程 寄与率 生成率減衰長（g/m2） 

中性子核破砕 0.9888 160 × 104 

負電荷ミュオン捕獲 0.0026 1500 × 104 

速ミュオン相互作用 0.0086 4320 × 104 

※4)～5)に記載のデータについては、論文投稿や学会発表を検討中であり、データを公開

することで論文投稿に支障が生じる可能性があるため、令和７年３月  31 日まで非公開と

する。 

(e) 結論ならびに今後の課題

本調査では、まず、温見断層南東部区間をカバーする既存の航空レーザー測量データか

らさらに高解像度（0.25〜0.5 mグリッド）の数値標高モデルを作成し、３倍解像度のMPI

赤色立体地図ステレオペアを用いることで詳細に断層変位地形を検討した。その結果に基

づき、砂利谷サイトで１箇所のトレンチ調査を実施した。トレンチ壁面には、完新世の堆

積物を変位・変形させる明瞭な断層帯が出現し、14C年代測定などから、以下のように過去

５回の活動時期が明らかとなった。 

最新活動： 西暦 1440 年（510 cal BP）以降 

２回前の活動： 2010〜300 cal BP 

３回前の活動： 6390〜1890 cal BP
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４回前の活動： 6450〜6210 cal BP 

５回前の活動： 7510 cal BP 以前 

最新活動は歴史時代であり、佐々木・上田（2012）でも指摘されているように、1891 年濃

尾地震時には温見断層北西部区間とともに南東部区間も活動していた可能性が高い。また、

２回前・３回前の活動についても、温見断層北西部区間、南東部区間および根尾谷断層の

活動時期が重なることから、少なくとも過去３回の地震については、温見断層および根尾

谷断層が連動破壊していた可能性がある。 

一方、これまで不明であった温見断層の平均変位速度の解明のため、宇宙線生成核種年

代測定法による段丘面離水年代の推定を試みた。本調査では、この手法において問題とな

る継承核種の影響を考慮した上で段丘面の離水年代を推定する方法として、段丘面上およ

び現河床の巨礫を用いる表面礫法と段丘面からの深度の異なる複数の堆積物を用いる深度

断面法の２種類の方法を適用した。その結果、温見白谷出合サイトおいては、いずれの方

法によっても同程度（それぞれ 19〜24.5 ka および 22.8±1.9 ka）の離水年代が得られた

が、年代値への影響が懸念されるプロセスのほとんどが考慮ないし排除され、統計的・定

量的な誤差評価が可能な深度断面法による値の方がより高確度かつ高精度な推定と判断さ

れる。砂利谷サイトでは表面礫法のみが適用されたが、浅い開析谷沿いの土石流等によっ

て段丘面離水後に供給されたと考えられる巨礫が存在して巨礫の露出年代が大きくばらつ

いたため、確度・精度の高い離水年代推定を行うことはできなかった。 

これらの宇宙線生成核種年代測定結果および段丘崖の累積変位量（26.5±0.5 m）から、

温見断層南東部区間、温見白谷出合サイトにおける左横ずれ平均変位速度は 1.16±0.10 m/

千年と推定される。この値は、過去の温見断層の活動の際にも濃尾地震時と同程度の左横

ずれ変位が生じていたことを示唆するとともに、温見断層と根尾谷断層が一体となって濃

尾地震と同様の活動を繰り返してきたとする上記の古地震像とも整合する。 

以上のように、航空レーザー測量データのもつ情報を最大限活かした地形判読とその結

果に基づくトレンチ調査により、温見断層南東部区間の活動履歴が初めて解明された。ま

た、深度断面法による宇宙線生成核種年代測定を適用することにより、これまで不明だっ

た温見断層の左横ずれ平均変位速度が高確度・高精度に決定された。我が国を含む湿潤温

暖地域の活断層調査において、宇宙線生成核種年代測定法を適用した例は非常に少ないが、

適切な試料採取戦略と測定・モデリングによって、こうした地域においても本手法は十分

に適用可能であることが示された。宇宙線生成核種年代測定法は、他の年代測定法と比較

しても多大な労力と時間を要する手法であり、また、被覆層のより厚い段丘面での適用性

など検討すべき課題も残るが、今後の活断層調査、平均変位速度解明における宇宙線生成

核種年代測定法の役割が期待される。 

本調査を進める過程において、以下の方々にはたいへんお世話になった。ここに記して

御礼申し上げる。齋藤 勝氏（株式会社ダイヤコンサルタント）、亀高正男博士（株式会社

ダイヤコンサルタント）、森川亜紀子氏（京都大学防災研究所）、小倉祐弥氏（中央大学理

工学部）、松崎浩之教授（東京大学総合研究博物館タンデム加速器研究施設）、宮内信雄氏

（東京大学総合研究博物館タンデム加速器研究施設）、菅沼悠介准教授（国立極地研究所）。

なお、本報告で使用した MPI 赤色立体地図およびそのステレオペアは、アジア航測株式会
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社の赤色立体地図作成手法（特許 3670274、特許 4272146）を活断層地形判読用に改良して

作成したものである。 
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